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平成１９年３月期（第 133 期）決算の概況  
  

 損益の状況  
  

【単 体】                                
 

                               

                          

                                                   
経常収益 １１,１８０百万円  前期比  +９５百万円   ０.８％増収 

資金運用収益は、有価証券利息配当金が減収となりましたが、貸出金の拡大や貸出金利引上げによ

り貸出金利息が前期比 395 百万円増加し、前期比２８１百万円の増収となりました。役務取引等収益

も個人年金保険や投資信託等預かり資産の推進により、前期比７３百万円の増収となりました。 

経常収益は、その他経常収益が株式等売却益の減少により前期比２５８百万円減収となったものの、

本業部分の資金運用収益と役務取引等収益が順調に増収となった結果、前期比９５百万円 0.8％増収

の１１,１８０百万円となりました。  

 
 
 
 

コア業務純益 

業務純益 
（一般貸倒引当金繰入前）

２,９９９百万円  前期比   +２３百万円  ０.７％増益  

 
２,９８０百万円  前期比 △１３８百万円  ４.４％減益 

 

        業務粗利益の増加と経費の減少により、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、前期比２３百万円 0.7％

増益の２,９９９百万円となりました。 

    国債等債券損益（５勘定尻）も除いた銀行本来の収益力を表すコア業務純益では、前期比△１３８百万円 

   4.4％減益の２,９８０百万円となりました。 

 
 
 
 
                                                   
    

当期純利益 １,２４１百万円  前期比    +８２百万円   ７.１％増益 

 お客様の利便性向上やニーズにお応えするための商品開発等諸施策やシステム投資等を実施するなか、経

営の効率化と経費削減にも努め、適正な諸償却や諸引当金繰入等を実施した結果、経常利益は減益となりま

したが、特別損失が前期比△549 百万円減少したことにより、当期純利益は前期比８２百万円 7.1％増益

の１,２４１百万円を計上することができました。 
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 「 損益状況の概要 」                               （単位：百万円） 

                
１９年３月期 

18 年 3 月期比 増減率 
１８年３月期 

  

経常収益  １１,１８０ ９５ 0.8％ １１，０８５
  

業務粗利益 ９,８２３ ５ 0.0％ ９，８１８

資金利益 ９,５３９ △１４７ ９，６８６

役務取引等利益 ２６５ △８ ２７３

 

その他業務利益 １８ １６１

 

△１４２

経費（除く臨時処理分） ６,８２３ △１７ △0.2％ ６，８４１

うち人件費 ４,１２４ ４６ ４，０７８ 
うち物件費 ２,３９４ △５２ ２，４４７

 うち税金 ３０４ △１１

 

３１５

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） ２,９９９ ２３ 0.7％ ２，９７６

 コア業務純益（注） ２,９８０ △１３８ △4.4％ ３，１１８

①一般貸倒引当金繰入額 △２９５ ２０３  △４９８

業務純益 ３,２９５ △１８０ △5.1％ ３，４７５

臨時損益 △１,１０６ △２７１ △８３４

②うち不良債権処理額 １,０６７ ４ １，０６３

貸出金償却 ― △０ ０

個別貸倒引当金純繰入額 １,０３６ １１７ ９１９

 

その他の債権売却損等 ３１ △１１２ １４４

 

うち株式等関係損益 ７ △２４１

 

２４８

経常利益 ２,１８８ △４５２ △17.1％ ２，６４０

当期純利益 １,２４１ ８２ 7.1％ １，１５９
  

①+② 与信費用 ７７２ ２０７ 36.8％ ５６４
    

（注）コア業務純益 ＝ （業務純益） ― （一般貸倒引当金繰入額） ― （債券５勘定尻） 

 

 
 

【連 結】                               （単位：百万円） 

18 年 3 月期比 
 19 年 3 月期 

増減額 増減率 

経常収益 １１,２２５ １０２ ０.９１％

経常利益 ２,２６７ △１１１ △４.６８％

当期純利益 １,３２５ ６３ ５.０７％

 
 

連結業績概況 
 

     単体ベースの収益状況を反映し、連結経常収益は前期比１０２百万円０.９％増収の１１，２２５百万 

円、連結経常利益は前期比△１１１百万円４.６％減益の２,２６７百万円、連結当期純利益は前期比６３ 

百万円５.０％増益の１,３２５百万円となりました。 
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 自己資本比率の状況（国内基準）  １１％台と 高水準を堅持 

 
【 単体 】自己資本比率 １１.１５％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.７５％ 

 
【 連結 】自己資本比率 １１.１９％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.７８％ 

 
   自己資本比率は、単体で１１.１５％と前期比０．２４ポイント上昇し、１１％台となりました。基本的項

目である TierⅠのみでも、９．７５％と国内基準で定められている４％の倍以上の高水準の自己資本比率を

堅持しております。 
（単位：％） 

 
 19 年 3 月末 

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

【単体】自己資本比率 １１．１５ ０．２４ ０．３８ １０．９１ １０．７７

 うち TierⅠ ９．７５ ０．３７ ０．２９ ９．３８ ９．４６

【連結】自己資本比率 １１．１９ ０．２４ ０．３６ １０．９５ １０．８３

 うち TierⅠ ９．７８ ０．３９ ０．３１ ９．３９ ９．４７

（注）「自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき

算出しております。なお、平成 18 年 3 月期、平成 18 年 9 月中間期は、旧基準により算出しております。 
 
 

 不良債権の状況（単体）  不良債権比率は３％台と 高い健全性を堅持 

 
リスク管理債権の総貸出金に占める割合は  ３．４５％ 前期比 0.24 ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 
金融再生法開示債権の総与信に占める割合は ３．４５％ 前期比 0.23 ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 
《 リスク管理債権 》 ※部分直接償却実施後  
   景気の堅調な回復を反映し、お取引先の業況が順調に推移したことや、経営改善支援の推進や不良債権処

理を積極的に進めた結果、リスク管理債権は１２,８９６百万円（前期比△２２５百万円減）となり、貸出

金残高に占める割合は３．４５％（前期比０.２４ポイント減）となりました。また、「貸倒引当金」や「担

保・保証等」の保全率は９１.７３％と、高水準となっています。   
    （単位：百万円） 

 
      19 年 3 月末 

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

破綻先債権 １，６７６ △２１７ △２１０ １，８９３ １，８８７

延滞債権 ９，６１７ ７０８ △１６６ ８，９０９ ９，７８４

３ヶ月以上延滞債権 ２５１ １３４ １７０ １１７ ８１

貸出条件緩和債権 １，３４９ △８５０ ２８０ ２，２００ １，０６９

合  計  （Ａ） １２，８９６ △２２５ ７２ １３，１２１ １２，８２３

 
 

貸出金残高（末残）（Ｂ） ３７３，２３７ １７，９６７ ５，１７５ ３５５，２６９ ３６８，０６２

（Ａ）／（Ｂ） ３．４５％ △０.２４％ △０.０３％ ３．６９％ ３．４８％
 

 
貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） １１，８２９ △６ ３４４ １１，８３６ １１，４８５

  保全率（Ｄ）／（Ａ） ９１．７３％ １.５２％ ２.１７％ ９０．２１％ ８９．５６％
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《 金融再生法開示債権 》       
                              （単位：百万円） 

 
         19 年 3 月末 

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

破産更生債権及びこれらに準
ずる債権 ３，５３５ ５０３ ３９０ ３，０３２ ３，１４５

危険債権 ７，７７８ △１４ △７８２ ７，７９３ ８，５６０

要管理債権 １，６０５ △７１３ ４５２ ２，３１９ １，１５２

合  計  （Ａ） １２，９１９ △２２５ ６１ １３，１４４ １２，８５８

  

総与信残高（末残） （Ｂ） ３７４，１８０ １７,９２９ ５,１７０ ３５６，２５０ ３６９，０１０

（Ａ）／（Ｂ） ３．４５％ △０.２３％ △０.０３％ ３．６８％ ３．４８％

  
貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） １１，８５３ △７ ３３４ １１，８６１ １１，５１８

保全率（Ｄ）／（Ａ） ９１．７４％ １.５１％ ２.１６％ ９０．２３％ ８９．５８％

 

 

 

 

 預貸金の状況（単体）   

 
《 貸出金の状況 》 
 
貸出金残高 ３７３，２３７百万円  前期比 ＋１７，９６７百万円 ５．０％増加  

（ うち、中小企業等向け貸出比率は ９０．５％ ） 
    

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニーズに積極

的に対応すべく商品開発を行い積極的な営業活動を推進してまいりました。 

   その結果、当期末の貸出金残高は 前期比 １７,９６７百万円 ５．０％増の３７３,２３７百万円とな   

り、うち住宅ローンを中心とした消費者ローンは前期比８,３４８百万円１３．５％増の６９，８７９百万円

となりました。 

また、中小企業等向け貸出金は、前期比１８,２９９百万円５．７％増の３３８,１２８百万円となり、    

貸出金に占める割合は９０．５％となりました。 

（単位：百万円） 
 

 19 年 3 月末 
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

貸出金残高 ３７３，２３７ １７,９６７ ５,１７５ ３５５，２６９ ３６８，０６２

 うち中小企業等向け貸出金 ３３８，１２８ １８,２９９ ９,０３４ ３１９，８２９ ３２９，０９４

 中小企業等向け貸出比率 ９０．５９％ ０.５７％ １.１８ ９０．０２％ ８９．４１％

 うち消費者ローン残高 ６９，８７９ ８,３４８ ６,０５７ ６１，５３１ ６３，８２２

   

貸出金期中平均残高 ３６７，１５６ １３,３８２ ４,８９０ ３５３，７７３ ３６２，２６６
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《 預金の状況 》 
 
預金残高 ４３９，５８４百万円  前期比 ＋１６，７９９百万円 ３．９％増加  

（うち、個人預金 ３１３，７７２百万円 前期比 ＋６，０２６百万円 １．９%増加 ） 
 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開するとともに、個人のお客様のニーズに

あった商品開発を行い、積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の預金残高は前期比 １６,７９９百万円 ３．９％増の４３９,５８４百万円 となり、

個人預金は前期比 ６,０２６百万円 １．９％増の３１３,７７２百万円となりました。 

（単位：百万円） 
 

 19 年 3 月末 
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

預金残高 ４３９，５８４ １６,７９９ ９,５５２ ４２２，７８５ ４３０，０３２

 うち個人預金 ３１３，７７２ ６,０２６ ２,１５２ ３０７，７４５ ３１１，６１９

   

預金期中平均残高 ４２５，１６３ ９,３２７ ５,１７８ ４１５，８３６ ４１９，９８５

 

 

 

 

 有価証券の状況（単体）   

 
《 有価証券評価損益 》     
 
有価証券評価益（ネット）５，９２１百万円  前期比 △２,１５９百万円 減少  

             

   有価証券評価益は 5,921 百万円（評価益 6,619 百万円、評価損 698 百万円）となりました。 

（単位：百万円） 

19 年 3 月末 18 年 3 月末 

  

                 

     
評価損益 

18年 3月末比 評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損

その他有価証券 5,921 △2,519 6,619 698 8,440 9,051 611

株      式 6,191 △1,192 6,213 21 7,383 7,388 4 

債      券 △207 208 123 330 △415 91 507

国    債 △212 127 61 274 △339 30 370

地 方 債 △1 12 3 5 △13 5 18

 

社    債 7 69 58 50 △62 55 118

 

そ の 他 △62 △1,534 283 346 1,472 1,571 99

 
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上し

ています。 
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平成 19年 3月期 決算短信                    平成 19 年 5 月 18 日 
  

会 社 名      株式会社 静岡中央銀行      

(URL http://www.shizuokachuo-bank.co.jp)           本社所在地都道府県 静岡県    

代   表    者     取締役社長   奥田 一     
問合せ先責任者    取締役企画部長   林 道弘     ＴＥＬ：(055) 962－6113 
定時株主総会開催予定日  平成 19 年 6 月 28 日     配当支払開始予定日 平成 19 年 6 月 29 日 
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年 6 月 29 日        特定取引勘定の設置の有無  無   
 

( 百万円未満、小数点第 1 位未満は切り捨て) 
 

１．19 年 3 月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

（１）連結経営成績                                  (％表示は対前年増減率) 

       経常収益 経常利益 当期純利益 

 

１９年３月期  

１８年３月期 

  百万円 ％

  １１,２２５（ 0.9）

  １１,１２３（ 2.7）

   百万円 ％

２,２６７（△4.6）

   ２,３７８（ 40.5）

         百万円  ％ 

１,３２５ （ 5.0） 

   １,２６１ （32.8） 
  

        1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益

自 己 資 本 

当期純利益率  

総  資  産 

経常利益率 

経 常 収 益 

経常利益率 

 

１９年３月期  

１８年３月期 

  円  銭 

５５ ２２ 

５０ ７６   

  円  銭 

― 

―     

         ％ 

  ３.８ 

  ３.６ 

         ％ 

 ０.４ 

 ０.５ 

 ％

   ２０.１ 

   ２１.３ 

（参考）持分法投資損益 19 年 3 月期   －百万円   18 年 3 月期   －百万円 
 

（２）連結財政状態 

        
総資産 純資産 

自己資本比率 

（注 1） 
１株当たり純資産 

連結自己資本比率

（国内基準）（注 2）

 

１９年３月期  

１８年３月期 

百万円 

４８０,８７８ 

４６６,３６０ 

          百万円

３４,４１０ 

３４,７８４ 

           ％

  ７.１ 

  ７.４ 

       円  銭 

１,４３３ ７５ 

１,４４７ ５５ 

％  

   １１.１９ 

１０.９５ 

（参考）自己資本       19 年 3 月期  34,410 百万円   18 年 3 月期  34,784 百万円 

 (注 1)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 

(注 2)「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出し

ております。なお、平成 18 年 3 月期は旧基準にて算出しております。 
 

（３）連結キャッシュ･フローの状況  

       営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期  末  残  高 

 

１９年３月期  

１８年３月期 

  百万円 

 ２２６ 

  ５７５ 

   百万円

      △９３８ 

△３９ 

   百万円 

       △１２０ 

△１２１ 

   百万円

  ９,６３３ 

１２,００２ 

 
２．配当の状況  

1 株当たり配当金（円）  

中間期末 期  末 年  間 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 

 

１８年３月期  

１９年３月期 

  円 銭 

２ ５０

２ ５０

  円 銭 

２ ５０

２ ５０

  円 銭 

５ ００ 

５ ００ 

   百万円

１２０ 

１２０ 

    ％ 

９.０ 

９.８ 

    ％ 

   ０.３ 

   ０.３ 

２０年３月期  

（予想） 
２ ５０ ２ ５０ ５ ００     ９.０   

 
 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 
        経常収益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

 

中間期  

通 期 

  百万円  ％ 

５,９１０ ( 9.6) 

１２,３３０ ( 9.8) 

   百万円  ％

１,０３０ ( 5.4) 

２,２７０ ( 0.1) 

   百万円  ％ 

６００ ( 5.2) 

 １,３３０ ( 0.3) 

     円  銭

    ２５  ００ 

  ５５  ４１ 
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４．その他  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項の変更に記載されるもの） 

   ① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

   ② ①以外の変更         無 

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  19 年 3 月期 24,000 千株  18 年 3 月期 24,000 千株 

② 期末自己株式数            19 年 3 月期    － 千株  18 年 3 月期    － 千株 

    

 

 

 

（参考）個別業績の概要 

 

１．19 年 3 月期の個別業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

（１）個別経営成績                                  (％表示は対前年増減率) 

       経常収益 経常利益 当期純利益 

 

１９年３月期  

１８年３月期 

  百万円 ％

  １１,１８０（ 0.8）

  １１,０８５（ 2.7）

   百万円 ％

２,１８８（△17.1）

  ２,６４０（△48.5）

         百万円  ％ 

１,２４１ （ 7.1） 

   １,１５９ （18.5） 
  

        1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益

 

１９年３月期  

１８年３月期 

  円  銭 

５１  ７４ 

４６ ５０   

  円  銭 

― 

―     

 

（２）個別財政状態 

        
総資産 純資産 

自己資本比率 

（注 1） 
１株当たり純資産 

単体自己資本比率

（国内基準）（注 2）

 

１９年３月期  

１８年３月期 

百万円 

４８０,９００ 

４６６,５３７ 

          百万円

３４,３１０ 

３４,７６８ 

           ％

  ７.１ 

  ７.４ 

       円  銭 

１,４２９ ６１ 

１,４４６ ８８ 

％

    １１.１５ 

１０.９１ 

（参考）自己資本       19 年 3 月期 34,310 百万円   18 年 3 月期 34,768 百万円 

 (注 1)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

(注 2)「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出し

ております。なお、平成 18 年 3 月期は旧基準にて算出しております。 

 

２．20 年 3月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率) 

        経常収益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

 

中間期  

通 期 

  百万円  ％ 

  ５,８７０ ( 9.3) 

 １２,２５０ ( 9.5) 

   百万円  ％

   １,０１０ ( 2.5)

   ２,１９０ ( 0.0)

   百万円  ％ 

  ５９０ ( 2.2) 

 １,２７０ ( 2.3) 

    円  銭 

   ２４  ５８ 

  ５２  ９１ 

 

 

 

 

 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、今後様々な要因によって大き

く異なる結果となる可能性があります。 
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１．経営成績           
（１）経営成績に関する分析 

当期におけるわが国経済は、企業収益が向上し、設備投資も堅調に推移するなど景気は好調を維持し、 
雇用は回復に向かい、消費マインドの改善により個人消費は増加傾向で底堅く推移しました。企業の景

況感も大企業、中小企業とも改善が続き、明るさがより鮮明になりました。 
当行の営業エリアである静岡県・神奈川県の地域経済におきましては、全国平均より好調な景況感と

なっており、景気回復が拡がり、安定した中での決算となりました。 

このような状況下、当行はお取引先や地域の皆さまのご支援のもと、第 6 次中期経営計画『パ

ワーアップⅡ』の諸施策を、「お客様中心主義」で推進し営業基盤の拡大に努めた結果、次のような成

果をあげることができました。 
 

【連結ベースの経営成績】 
① 利益 

連結経常収益は１１,２２５百万円、連結経常費用は８,９５７百万円となり、この結果、連結ベースの

経常利益は２,２６７百万円となりました。 

その結果、連結当期純利益は１,３２５百万円となり、増収増益（経常利益ベースでは減益）の連結決

算となりました。 

② 通期の見通し 

  平成２０年３月期通期の連結の業績は、経常収益１２,３３０百万円、経常利益２,２７０百万円、   

当期純利益１,３３０百万円を見込んでおります｡ 

 
【単体の経営成績】 

  ① 預金・貸出金 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開するとともに、個人のお客様のニー

ズにあった商品開発を行い、積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の預金残高は、前期比１６,７９９百万円 ３.９％増の４３９，５８４百万円となり、

個人預金は前期比６,０２６百万円１.９％増の３１３,７７２百万円となりました。  

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニー 

ズに積極的に対応すべく商品開発を行い積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当期末の貸出金残高は前期比１７，９６７百万円５.０％増の３７３,２３７百万円とな 

り、うち住宅ローンを中心とした消費者ローンは前期比８,３４８百万円１３.５％増の６９,８７９百万

円となりました。また、中小企業等向け貸出金は、前期比１８,２９９百万円 ５.７％増の      

３３８,１２８百万円となり、貸出金に占める中小企業等貸出比率は９０.５９％となりました。 

  ② 利益 

収益面につきましては、資金運用収益は、有価証券利息配当金が減収となりましたが、貸出金の拡大

や貸出金利引上げにより貸出金利息が前期比 395 百万円増加し、前期比２８１百万円の増収となりまし

た。役務取引等収益も個人年金保険や投資信託等預かり資産の推進により、前期比７３百万円の増収と

なりました。経常収益は、その他経常収益が株式等売却益の減少により前期比２５８百万円減収となっ

たものの、本業部分の資金運用収益と役務取引等収益が順調に増収となった結果、前期比９５百万円

0.8％増収の１１,１８０百万円となりました。 

 費用面につきましては、営業経費は減少したものの、預金金利引上げの影響により預金利息が増加し、

資金調達費用が前期比４２９百万円増加しました。また一般貸倒引当金戻入額の減少などにより貸倒引
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当金繰入額が前期比３２０百万円増加したことで、経常費用は前期比５４７百万円増の８,９９２百万円

となりました。 

  その結果、経常利益は前期比△４５２百万円１７.１％減益の２,１８８百万円となりました。 

当期純利益につきましては、お客様の利便性向上やニーズにお応えするための商品開発等諸施策やシ

ステム投資等を実施するなか、経営の効率化と経費削減にも努め、適正な諸償却や諸引当金繰入等を実

施した結果、経常利益は減益となりましたが、特別損失が前期比△５４９百万円減少したことにより、

前期比８２百万円７.１％増益の１,２４１百万円を計上することができました。 

経常収益・経常利益・当期純利益ともすべて業績予想を上回る堅調な決算となりました。 

 

  ③ 通期の見通し 

     平成２０年３月期通期の業績は、経常収益１２,２５０百万円、経常利益２,１９０百万円、当期純利

益１,２７０百万円を見込んでおります。 
 
（２）財務状態に関する分析 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金、預金とも増加し２２６百万円となりました。     

投資活動によるキャッシュ・フローは有価証券の取得による支出等により△９３８百万円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払により△１２０百万円となりました。 

 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、地域金融機関として長期に亘り堅実且つ効率的な経営の維持

に努め、経営基盤の拡充、内部留保の充実と安定的な配当の継続を基本方針としております。 

この方針に沿い、当期につきましては１株当たり 5 円００銭の配当を決定しました。 
    
 

２．企業集団の事業の内容       
   当行グループは、当行及び連結子会社３社（静岡中央信用保証（株）、岳洋産業（株）、富士ビ

ジネスサービス（株））で構成され、銀行業務を中心に信用保証業務等の金融サービスを提供して

おります。 

 
企業集団の事業系列図 

                        本店及び支店４1 ヶ店（内出張所１ヶ店） 

   株式会社 静岡中央銀行   国内           静岡中央信用保証（株）［信用保証業］ 

                        子会社   岳洋産業（株）［不動産管理賃貸業］ 

                              富士ビジネスサービス（株）［メール等業務］ 

                                               〈休眠中〉 

 

３．経営方針 
（１）当行の経営の基本方針 

 当行は、｢堅実で健全な経営｣を経営の基本理念に掲げ、“お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く

銀行”を目指しており、お客様の目線にたった CS を徹底し、お客様中心主義の経営を実践することによ

り、良質な資産の積上げと安定的な収益基盤の構築に努め、健全性と収益性のバランスのとれた成長を図

ることに努めております。  
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（２）目標とする経営指標 

  【第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』（18 年４月～20 年 3 月の 2 年間）】において目標とする経営

指標を掲げております。経営指標は 19 年 3 月期の実績を踏まえ上方修正し、「基礎的利益 90 億円（修正

前 87 億円）」、「コア業務粗利益 102 億円（修正前 100 億円）」、「コア業務純益 32 億円（修正前 30 億円）」

を掲げております。また、健全性指標として「自己資本比率 11％台」、「不良債権比率 2％台」を目指して

おり、１９年３月期に「自己資本比率 11％台」を達成いたしました。 

 
（３）中長期的な当行の経営戦略 
  当行は、経営理念である「堅実で健全な経営」のもと、【第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』（18

年４月～20 年 3 月の 2 年間）】にて、“お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行”の実現を目指し

ております。 

 

目指す銀行像 【 お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行 】 

基 本  方 針 「お客様中心主義」  「響きあう組織」  「革新へのチャレンジ」 

基 本  戦 略 ①意識改革によるパワーアップ ②質の高い人材の育成・活性化 
     ③優良資産の拡充        ④営業体制の効率化による活力向上 

 ⑤リスク管理体制の強化 

    
これまで築きあげて参りましたお客様や地域とのリレーションシップをより強固にし、お客様の目線

にたった CS の徹底と、お客様中心主義の経営の実践を通じ、お客様のニーズに的確に対応した金融サ

ービスをご提供することにより、地域金融機関としての役割を十分果たせるよう、役職員一丸となっ

て努力してまいります。 

 

（４）当行の対処すべき課題 

   経営環境が厳しさを増すなか、収益力の増強や健全性の確保は勿論のこと、従来以上に新しい時代に適

応した経営体質の構築が求められております。 

この経営課題に対処すべく、これまで築きあげてきたお客様や地域との繋がり、リレーションシップを

より強固なものとするとともに、時代の変化に機敏に対応した金融サービスの充実と提供を図ることに

より、地域金融機関としての役割を十分果たしていけるよう、役職員一丸となって取り組んでおります。 
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連結 貸借対照表  
（平成 19 年 3月 31 日現在） 

   (単位：百万円)      

科目 金額 科目 金額 

  
 ( 負債の部 )  

 預金     

 譲渡性預金  

 コールマネー及び売渡手形 

 借用金 

 外国為替 

 信託勘定借 

 その他負債 

  賞与引当金  

役員賞与引当金 

退職給付引当金 

 特別法上の引当金 

繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

  連結調整勘定 

支払承諾  
   

         ４３８，９５１ 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

             ２，３７９ 

４４９ 

      ４３ 

１，６３２ 

― 

                   ５４ 

２，２７３ 

― 

６８３ 
       

負債の部合計         ４４６，４６８ 

( 少数株主持分 ) 

少数株主持分 

 

                  ― 

  
( 純資産の部 ) 

 資本金 

 資本剰余金 

利益剰余金 

株主資本 合 計 

 その他有価証券評価差額金 

土地再評価差額金 

評価・換算差額等 合 計 
 

             ２，０００ 

                     ０ 

２５，２４０ 

２７，２４１ 

３，６１１ 

３，５５６ 

             ７，１６８ 
        

  
( 資産の部 ) 

 現金預け金 

 コールローン及び買入手形 

 買入金銭債権 

 商品有価証券 

 金銭の信託 

 有価証券 

 貸出金 

 外国為替 

 その他資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 繰延税金資産 

 連結調整勘定 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

  

 
 

２１，８４７ 

            ２１，９００ 

                    ― 

                    ― 

                    ― 

           ５１，０１７ 

         ３７３，２３７ 

                    ― 

             １，３８２ 

             ９，１０１ 

                 ３８６ 

                    ― 

                  ― 

                 ６８３ 

           △４，６７８ 

純資産の部合計            ３４，４１０ 

資産の部合計          ４８０，８７８ 
負債、少数株主持分 
及び純資産の部合計          ４８０，８７８ 

 
(注)連結貸借対照表の注記別紙  
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価

証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移

動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行って

おります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３. 当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附

属設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

       連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により 

償却しております。 

４．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

 ５．当行の外貨建資産・負債勘定は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 ６．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権

及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のな

お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に

陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及

び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認

める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し

た貸倒実績率等に基づき計上しております。 

      すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独 

立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っておりま 

す。 

        なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及 

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額 

しており、その金額は２２７百万円であります。 

        連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認め 

た額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ 

ぞれ引き当てております。 

 ７．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当 

連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

  ８. 従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員 

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号平成 17 年 11 月 29 日）が会社法施行日以後終了する事 

業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準を適用し、役員に対 

する賞与を費用として処理することとし、その支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を役 

員賞与引当金として計上しております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は４３百万円増加し、

税金等調整前当期純利益は４３百万円減少しております。 
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９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年 

金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の 

費用処理方法は以下のとおりであります。 

          過去勤務債務          発生年度に一時費用処理 

          数理計算上の差異      各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理        

  10．当行並びに国内の連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  11．当行並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

   ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。 

12．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額      

該当ありません。 

13. 当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額     

  該当ありません。 

    14. 有形固定資産の減価償却累計額           ５,１３６百万円 

    15. 有形固定資産の圧縮記帳額                  １５３百万円 

    （当連結会計年度圧縮記帳額          －百万円） 

  16. 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか､電子計算機械の一部については、所有権移転外ファイナ 

ンス・リース契約により使用しています。 

  17. 貸出金のうち、破綻先債権額は１,６７６百万円、延滞債権額は９,６１７百万円であります。 

       なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により 

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒 

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４

０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事

由が生じている貸出金であります。 

        また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

  18. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は２５１百万円であります。 

     なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

  19. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,３４９百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻

先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

    20. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２,８９６百

万円であります。 

         なお、16.から 19.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

  21. 手形割引は、銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け

入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法
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で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は８,２４１百万円であります。 

    22. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

             有価証券           ２,４１５百万円 

       その他資産       ４０百万円 

          担保資産に対応する債務 

             預金               １,１６７百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８５４百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１６８百万円であります。 

    23. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月 ３

１日公布政令第１１９号)第２条第４号に定める財産

評価基本通達に基づいて、当該事業用土地について算

出した地価税の課税価格に合理的な調整を行って算出。 

          同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用 

土地の再評価の帳簿価額の合計額との差額      ３,６１７百万円 

    24. 1 株当たりの純資産額     １,４３３円７５銭 

25. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」

「株式」「その他の証券」が含まれます。以下 28．まで同様であります。 

その他有価証券で時価のあるもの                                          (単位：百万円) 

 取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 2,439 8,630 6,191 6,213 21

債券 32,543 32,336 △207 123 330

 国債 18,903 18,690 △212 61 274

 地方債 852 850 △1 3 5

 社債 12,787 12,795 7 58 50

その他 14,391 14,328 △62 283 346

合計 49,374 55,295 5,921 6,619 698

         なお、上記評価差額から 繰延税金負債２,３０９百万円を差し引いた額３,６１１百万円が「その他

有価証券評価差額金」に含まれております。 

26. 当連結会計期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。            (単位：百万円) 

 売却額 売却益の合計額 売却損 

その他有価証券 2,201 63 37

27. 時価のない有価証券の連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。(単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

  非上場株式 1,064

  その他の証券 658
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28. その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。(単位：百万円) 

        １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

債券 3,272 9,857 13,128 6,078

 国債 1,689 3,711 8,185 5,104

 地方債 59 637 153 －

 社債 1,524 5,508 4,789 973

 その他 － 3,016 1,296 518

合計 3,272 12,873 14,424 6,597

29. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、19,748 百万円であります。このうち原

契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 19,374 百万円あります。 

     なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり

ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、

当行並びに連結される子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること

ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の

担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等

を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

30. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

            退職給付債務                              △2,535 百万円                   

            年金資産（時価）                              864 百万円 

            未積立退職給付債務                         △1,670 百万円 

            未認識数理計算上の差異                         37 百万円 

              連結貸借対照表計上額の純額                 △1,632 百万円 

                    退職給付引当金                     △1,632 百万円 

31. 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成 17 年 12 月９日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平

成 17 年 12 月９日）が会社法施行日以後する事業年度から適用されることになったこと等から、「銀

行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）別紙様式が｢無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣

府令｣（内閣府令第 60 号平成 18 年４月 28 日）により改正され、平成 18 年４月１日以後開始する事

業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から以下のとおり表示を変更してお

ります。 

（1）「資本の部」は「純資産の部」として、株主資本、評価･換算差額等に区分のうえ、表示しており

ます。 

なお、当期末における従来の｢資本の部｣の合計に相当する金額は 34,410 百万円であります。 

（2）｢株式等評価差額金｣は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

    （3）｢動産不動産｣は、「有形固定資産」、｢無形固定資産｣または「その他資産」に区分して表示して 

おります。 
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連結 損益計算書 

 ( 自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日 ) 
 

                                          (単位：百万円) 

科          目  金           額  
    

経常収益  

     資金運用収益  

      (うち貸出金利息) 

      (うち有価証券利息配当金) 

     役務取引等収益  

     その他業務収益  

     その他経常収益  

   経常費用  

     資金調達費用  

      (うち預金利息) 

     役務取引等費用  

     その他業務費用  

     営業経費  

     その他経常費用  

   経常利益  

   特別利益  

   特別損失  

   税金等調整前当期純利益  

   法人税、住民税及び事業税  

法人税等調整額  

   少数株主利益  

   当期純利益  
    

                     

1１，２２５ 

        １０，０８８  

   (       ８，８７３ ) 

   (       １，１８２ ) 

           ９９８  

            ２８  

             １０９   

                    ８，９５７  

           ５４８  

   (         ５４１ ) 

            ６５６  

              ９  

          ６，８８４  

            ８５９               

２，２６７  

                        ７８  

                         ６９  

                    ２，２７７  

                       １６７  

                      ７８３  

       ―  

                    １，３２５  
                    

 
(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

２．１株当たり当期純利益金額５５円２２銭  

３．｢その他経常費用｣には、貸倒引当金繰入額７１７百万円を含んでおります。  
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 株式会社 静岡中央銀行 

連結 株主資本等変動計算書   
( 自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日 ) 

                                     (単位：百万円) 
株   主   資   本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,000 0 24,056 ― 26,057

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 △120  △120

役員賞与 △43  △43

当期純利益 1,325  1,325

自己株式の取得  

土地再評価差額金取崩額 22  22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）   

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 1,184 ― 1,184

平成 19 年 3 月 31 日残高 2,000 0 25,240 ― 27,241

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 その他有価証

券評価差額金

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 
純 資 産 
合  計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,148 3,578 8,726 ― 34,784

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当  △120

役員賞与  △43

当期純利益  1,325

自己株式の取得  ―

土地再評価差額金取崩額  22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）  △1,536 △22 △1,558  △1,558

連結会計年度中の変動額合計 △1,536 △22 △1,558 ― △374

平成 19 年 3 月 31 日残高 3,611 3,556 7,168 ― 34,410

 

注 1．発行済株式の種類及び総数は、次のとおりであります。                  （単位：千株） 
 直前連結会計年

度末株式数 
当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度
減少株式数 

当連結会計年度
末株式数 

摘要 

発行済株式      

 普通株式 24,000 ― ― 24,000  

合 計 24,000 ― ― 24,000  

 

注 2．当行の配当については、次のとおりであります。 

   当連結会計年度中の配当支払額 

 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り の 金 額 基準日 効力発生日 
平 成 1 8 年 0６ 月 2 9 日  
定 時 株 主 総 会  

普通株式  60 百万円 2 円 50 銭 平 成 1 8 年 3 月 3 1 日  平 成 1 8 年 0 6 月 3 0 日

平 成 1 8 年 1 1 月 2 0 日  
取 締 役 会  

普通株式  60 百万円 2 円 50 銭 平 成 1 8 年 9 月 3 0 日  平 成 1 8 年 1 2 月 1 1 日

合 計    120 百万円          

   なお、配当原資は、利益剰余金であります。 
 
     基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 
 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たりの金額 基準日 効力発生日 

平 成 1 9 年 6 月 2 8 日  
定 時 株 主 総 会  普通株式 60 百万円 その他利益剰余金 2 円 50 銭 平 成 1 9 年 3 月 3 1 日  平 成 1 9 年 6 月 2 9 日

 
3．「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6 号平成 17 年 12 月 27 日）および「株主資本等変

動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 9 号平成 17 年 12 月 27 日）が会社法施行日以

後終了する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準および適用指

針を適用し、従来の連結剰余金計算書に替えて連結株主資本等変動計算書を作成しております。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

連結 キャッシュ・フロー計算書 
( 自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日 ) 

 

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前当期純利益 

   減価償却費 

   減損損失 

      貸倒引当金の増加額 

     賞与引当金の増加額 

   役員賞与引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

   資金運用収益 

   資金調達費用 

   有価証券関係損益(△) 

   固定資産処分損益(△) 

   貸出金の純増(△)減 

預金の純増減(△) 

     預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 

     コールローン等の純増(△)減 

   資金運用による収入 

   資金調達による支出 

   その他 

              小計 

   法人税等の支払額 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   有形固定資産の取得による支出 

   有形固定資産の売却による収入 

   無形固定資産の取得による支出 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   配当金支払額 

   少数株主への配当金支払額 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 

 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 

 

２,２７７

４０２

―

３５１

９

４３

△１００

△１０,０８８

５４８

△２６

５２

△１７,９６７

１６,７５２

１３,４３７

△１２,９００

９,９３５

△２３５

△１,５１９

９７３

△７４７

２２６

△２９,８７３

６,３４７

２３,０１３

△３４１

６６

△１５０

△９３８

△１２０

―

△１２０

△８３２

１２,００２

９,６３３

  
  注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
    ２．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち、現金および 

日銀預け金であります。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

個別 貸借対照表 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

 (単位：百万円)      

科目 金額 科目 金額 
  
 ( 負債の部 ) 
 預金 
   当座預金 
   普通預金 
   貯蓄預金 
   通知預金 
   定期預金 
   定期積金 
   その他の預金 
 譲渡性預金 
 コールマネー 
 売渡手形 
 コマーシｬル･ペーパー 
 借用金 
 外国為替 
 社債 
 転換社債 
 その他負債 
   未決済為替借 
   未払法人税等 
   未払費用 
   前受収益 
   従業員預り金 
   給付補てん備金 
   その他の負債 
  賞与引当金  
役員賞与引当金 
退職給付引当金 

 特別法上の引当金 
繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾  
   

        ４３９，５８４ 
     １９，７５６ 
    １５９，２２６ 
      ３，６３５ 
        ６７４ 
    ２４６，１４４ 
      ８，８８８ 
      １，２５８ 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 

            １，８６７ 
        １３５ 
         １６ 
        ６３３ 
        ４８６ 
        ２４４ 
          ３ 

３４８ 
４４９ 
４３ 

１，６３２ 
― 

       ５４ 
２，２７３ 

６８３ 
      

負債の部合計 ４４６，５８９ 
   

( 純資産の部 ) 
 資本金 
 資本剰余金 
利益剰余金 

   利益準備金 
   その他利益剰余金 
     役員退職積立金 
    有価証券償却準備積立金 
       別途積立金 

繰越利益剰余金 
株主資本 合 計 

 その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 
評価・換算差額等 合 計 
 

２，０００
０

２５，１４１
２，０００

２３，１４０
１，０００
２，７５０

１７，８５８
１，５３２

２７，１４２
３，６１１
３，５５６

              ７，１６８ 

  
( 資産の部 ) 

 現金預け金 
   現金 
   預け金 
 コールローン 
 買入手形 
 買入金銭債権 
 商品有価証券 
 金銭の信託 
 有価証券 
   国債 
   地方債 
   社債 
   株式 
   その他の証券 
 貸出金 
   割引手形 
   手形貸付 
   証書貸付 
   当座貸越 
 外国為替 
 その他資産 
   未決済為替貸 
   前払費用 
   未収収益 
   その他の資産 
 有形固定資産 
   建物 
   土地 
   その他有形固定資産 
 無形固定資産 
   ソフトウェア 
   その他無形固定資産 
 繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 

 投資損失引当金 

 
 

２１，８４６ 
９，３５９ 

１２，４８７ 
           ２１，９００ 
                    ― 
                    ― 
                    ― 
                    ― 
           ５７，３６７ 

      １８，６９０ 
         ８５０ 
      １２，７９５ 
      １０，０４４ 
      １４，９８６ 

         ３７３，２３７ 
       ８，２４１ 
      ４１，７１６ 

２９４，７０１ 
      ２８，５７７ 

                    ― 
             １，１５５ 

          ５１ 
          ４２ 
         ３４６ 
         ７１５ 

             ８，９９０ 
       １，３６８ 
       ６，８８６ 
         ７３５ 

                 ３８５ 
         ３４７ 
          ３８ 

                    ― 
                 ６８３ 
           △４，３３７ 
               △３３０ 

純資産の部合計 ３４，３１０ 

資産の部合計 ４８０，９００ 負債及び純資産の部合計 ４８０，９００ 

 (注) 個別  貸借対照表の注記別紙  
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 株式会社 静岡中央銀行 

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・ 

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価の 

あるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、 

時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、そ 

の他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

４．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

   ５．外貨建資産・負債勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  ６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権

及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のな

お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に

陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及

び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認

める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し

た貸倒実績率等に基づき計上しております。 

       すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から 

独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており 

ます。 

        なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及 

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額 

しており、その金額は２２７百万円であります。 

  ７．投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必 

要と認められる額を計上しております。 

    ８．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期 

に帰属する額を計上しております。 

  ９．従来､役員賞与は､利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞与 

に関する会計基準」(企業会計基準第４号平成 17 年 11 月 29 日)が会社法施行日以後終了する事業年度

か 

ら適用されることになったことに伴い､当期から同会計基準を適用し、役員に対する賞与を費用として 

処理することとし、その支給見込額のうち、当期に帰属する額を役員賞与引当金として計上しておりま 

す｡これにより、従来の方法に比べ営業経費は４３百万円増加し、税引前当期純利益は同額減少してお 

ります。 

１0．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込 

額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は 
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 株式会社 静岡中央銀行 

以下のとおりであります。 

          過去勤務債務          発生年度に一時費用処理 

          数理計算上の差異      各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を発生の翌期から費用処理        

  11． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  12．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

13．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額  

                                                  該当ありません。 

14．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額     

                           該当ありません。 

15．親会社株式の金額                         該当ありません。 

16．関係会社の株式総額                             ３５０百万円 

17．関係会社に対する金銭債権総額                   該当ありません 

18．関係会社に対する金銭債務総額                   該当ありません。    

    19．有形固定資産の減価償却累計額                 ５,１１６百万円 

    20．有形固定資産の圧縮記帳額                     １５３百万円 

  21．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リ 

ース契約により使用しております。 

  22．貸出金のうち、破綻先債権額は１,６７６百万円、延滞債権額は９,６１７百万円であります。 

       なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元 

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却 

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年

政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が

生じている貸出金であります。 

         また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援 

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

  23．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は２５１百万円であります。 

    なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい 

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

  24．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,３４９百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利 

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻 

先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

    25．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２,８９６百

万円であります。 

        なお、22.から 25.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

26．手形割引は、銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方
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法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額８,２４１百万円であります。 

    27．担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

           有価証券           ２,４１５百万円 

      その他資産       ４０百万円 

         担保資産に対応する債務 

           預金               １,１６７百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８５４百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１６７百万円であります。 

    28．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

      再評価を行った年月日   平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３

１日公布政令第１１９号)第２条第４号に定める財産

評価基本通達に基づいて、当該事業用土地について算

出した地価税の課税価格に合理的な調整を行って算出。 

            同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額         ３,６１７百万円 

    29．1 株当たりの純資産額        １,４２９円６1銭 

     「1 株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第４号平成 14 年９月 25 日）

が平成 18 年１月 31 日付で改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになっ

たことに伴い、当期から同適用指針を適用して算出しております。 

30．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」

「株式」「その他の証券」が含まれます。以下 33．まで同様であります。 

     その他有価証券で時価のあるもの                      (単位：百万円) 

 取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損 

株式 2,439 8,630 6,191 6,213 21

債券 32,543 32,336 △207 123 330

 国債 18,903 18,690 △212 61 274

 地方債 852 850 △1 3 5

 社債 12,787 12,795 7 58 50

その他 14,391 14,328 △62 283 346

合計 49,374 55,295 5,921 6,619 698

なお、上記評価差額から繰延税金負債２,３０９百万円を差し引いた額３,６１１百万円が「その他

有価証券評価差額金」に含まれております。 

          有価証券の減損処理については、期末の時価の下落率が簿価の３０％以上であるものを対象として 

おります。時価の下落率が簿価の５０％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当す 

ることとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が３０％以上５０％未満である場合は 

直近の下落率が４ヵ月連続で３０％以上の場合及び直近１年間で下落率が３０％の状態が７ヵ月以上 

の場合に、減損処理を行っております。 
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31．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。             (単位：百万円) 

 売却額 売却益の合計額 売却損 

その他有価証券 2,201 63 37

 

32．時価のない有価証券のうち､主なものの内容と連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

 金   額 （単位：百万円） 

子会社･子法人等株式及び関連法人等株式  

  子会社･子法人株式 350 

その他有価証券  

  非上場株式 1,064 

  その他の証券 658 

    33．その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。(単位：百万円) 

        １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

債券 3,272 9,857 13,128 6,078

 国債 1,689 3,711 8,185 5,104

 地方債 59 637 153 －

 社債 1,524 5,508 4,789 973

 その他 － 3,016 1,296 518

合計 3,272 12,873 14,424 6,597

34．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、19,748 百万円であります。このうち原

契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 19,374 百万円あります。 

     なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の

多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを

受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、

契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎

に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全

上の措置等を講じております。  

35．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

     繰延税金資産 

      貸倒引当金損金算入限度額超過額           1,303 百万円 

      退職給与引当金損益算入限度額超過額          553 百万円 

      減価償却限度額超過額                 120 百万円 

      その他                        737 百万円 

     繰延税金資産小計                   2,715 百万円       

     評価性引当額                     △328 百万円 

     繰延税金資産合計                   2,387 百万円 

     繰延税金負債 

      その他有価証券評価差額金              2,309 百万円         

    退職給付信託設定益                  132 百万円 

     繰延税金負債合計                   2,442 百万円 

     繰延税金負債の純額                    54 百万円 
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36．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成 17 年 12 月９日）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成 17 年 12 月９日）が会社法施行日以後する事業年度から適用されることになったこと等から、「銀

行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）別紙様式が｢無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣

府令｣（内閣府令第 60 号平成 18 年４月 28 日）により改正され、平成 18 年４月１日以後開始する事

業年度から適用されることになったことに伴い、当期から以下のとおり表示を変更しております。 

（1）「資本の部」は「純資産の部」として、株主資本、評価･換算差額等に区分のうえ、表示しておりま 

す。なお、当期末における従来の｢資本の部｣の合計に相当する金額は 34,310 百万円であります。 

     （2）「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」および「当期未処分利益」は｢その他利益剰余 

金｣の｢役員退職積立金｣、「有価証券償却準備積立金」､｢別途積立金｣および｢繰越利益剰余金｣とし 

て表示しております。 

   （3）｢株式等評価差額金｣は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

   （4）｢動産不動産｣は、「有形固定資産」、｢無形固定資産｣または「その他資産」に区分して表示してお 

ります。 

①「動産不動産」中の｢土地建物動産｣は､｢有形固定資産｣中の｢建物｣｢土地｣｢その他有形固定資産｣

に区分表示し、｢建設仮払金｣は「有形固定資産」中の｢建設仮勘定｣として表示しております。 

      ②「動産不動産」中の｢保証金権利金｣のうち権利金は｢無形固定資産｣中の「その他の無形固定資 

産」として、保証金は、｢その他資産｣中の「その他の資産」として表示しております。  

       ③「その他資産」中の｢その他の資産｣に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」 

中の「ソフトウェア」として表示しております。 
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個別 損益計算書  
 ( 自 平成 18 年 4月 1 日 至 平成 19 年 3月 31 日 )  

 

                                      (単位：百万円) 
科          目  金           額  

  
経常収益  

    資金運用収益  
     貸出金利息  
     有価証券利息配当金  
    コールローン利息  
    買入手形利息  
    預け金利息  
    その他の受入利息  
  役務取引等収益  
    受入為替手数料  
    その他の役務収益  
  その他業務収益  
    国債等債券売却益  
    国債等債券償還益  
    その他の業務収益  
  その他経常収益  
    株式等売却益  
    金銭の信託運用益  
    その他の経常収益   

 
 

１０，０８７
８，８７３  
１，１８３  

１０
－  

１９
１

９５４
５０４
４５０

２８
２８

－
－

１０９
３４

－
７４ 

 
１１，１８０  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

経常費用  
  資金調達費用  
    預金利息  
    コールマネー利息  
    借用金利息  
    その他の支払利息  
  役務取引等費用  
    支払為替手数料  
    その他の役務費用  
  その他業務費用  
    国債等債券売却損  
    国債等債券償還損  
    国債等債券償却  
    その他の業務費用  
  営業経費  
  その他経常費用  
    貸倒引当金繰入額  
    貸出金償却  
    株式等売却損  
    株式等償却  
    その他の経常費用   

 
 

５４８
５４１

０
０
７

６８９
１５３
５３５

９
９
－
－
－

６，８６２
８８２
７４１

－
２７

－
１１３ 

 
８，９９２  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
経常利益   

 
  

 
２，１８８    

特別利益  
  固定資産処分益  
  償却債権取立益  
   その他の特別利益  

 
 

５
３７
２６ 

 
６９  

 
 
   

特別損失  
  固定資産処分損  
   その他の特別損失  

 
 

５７
１１ 

 
６９  

 
   

税引前当期純利益   
 
  

 
２，１８９    

法人税・住民税及び事業税   
 
  

 
１６３    

法人税等調整額   
 
  

 
７８３    

当期純利益   
 
  

 
１，２４１   
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(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  ２．関係会社との取引による収益 

      資金運用取引に係る収益総額         1 百万円 

      役務取引等に係る収益総額           0 百万円 

          その他業務・その他経常取引に係る収益総額  3 百万円 

          その他の取引に係る収益総額         －百万円 

       関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額         0 百万円 

      役務取引等に係る費用総額           33 百万円 

          その他業務・その他経常取引に係る費用総額   －百万円 

          その他の取引に係る費用総額          17 百万円 

３．１株当たり当期純利益金額                     51 円 74 銭  
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個別 株主資本等変動計算書 
（ 自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日 ） 

                                     (単位：百万円) 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本金 資本 
準備金 

その他資

本剰余金 
利益  

準備金 
その他利

益剰余金 
株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,000 0 ― 2,000 22,039 26,041

事業年度中の変動額  

剰余金の配当 △120 △120

役員賞与 △43 △43

当期純利益 1,241 1,241

自己株式の取得  

土地再評価差額金取崩額 22 22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
事 業 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）   

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 1,100 1,100

平成 19 年 3 月 31 日残高 2,000 0 ― 2,000 23,140 27,142

 
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券評

価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純 資 産 
合  計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,148 3,578 8,726 34,768

事業年度中の変動額  

剰余金の配当  △120

役員賞与  △43

当期純利益  1,241

自己株式の取得  ―

土地再評価差額金取崩額  22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
事 業 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）  △1,536 △22 △1,558 △1,558

事業年度中の変動額合計 △1,536 △22 △1,558 △457

平成 19 年 3 月 31 日残高 3,611 3,556 7,168 34,310

注 1．「その他利益剰余金」について合計額により記載しておりますが、その内訳は次のとおりであります。  
直前事業年度末残    当事業年度中の変動額    当事業年度末残高  

  その他利益剰余金                 22,039 百万円              1,100 百万円      23,140 百万円 

   うち役員退職積立金             1,000 百万円          －百万円       1,000 百万円 

   うち有価証券償却準備積立金      2,750 百万円          －百万円       2,750 百万円 

   うち別途積立金                16,608 百万円               1,250 百万円      17,858 百万円 

   うち繰越利益剰余金             1,681 百万円        △149 百万円       1,532 百万円 

 

注 2．「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6 号平成 17 年 12 月 27 日）および「株主資本等変動

計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 9 号平成 17 年 12 月 27 日）が会社法施行日以後

終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準および適用指針を適用し、株主

資本等変動計算書を作成しております。 
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比較 個別貸借対照表 (主要内訳) 

                                        (単位：百万円) 
 

科   目 
 

平成１８年度末  
(Ａ) 

平成１７年度末 
（B） 

比 較 
（Ａ－B） 

    ( 資産の部 ) 
 現金預け金 
 コールローン 
 買入手形 
 買入金銭債権 
 金銭の信託 
 有価証券 
 貸出金 
 その他資産 
 動産不動産 
  有形固定資産 
 無形固定資産 
 繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 
投資損失引当金 

２１,８４６
２１,９００

－
－
－

５７,３６７
３７３,２３７

１,１５５
－

８，９９０
３８５
－

６８３
△４,３３７

△３３０

 
３７,６５３ 
９,０００ 

－ 
－ 
－ 

５７,８１１ 
３５５,２６９ 

１,０１１ 
９,２２９ 

－ 
－ 
－ 

７４０ 
△３,８４９ 

△３３０ 

 
△１５,８０６
１２,９００

－
－
－

△４４３
１７,９６７

１４４
－
－
－
－

△５７
△４８８
－

 資産の部合計 ４８０,９００ ４６６,５３７ １４,３６２

     ( 負債の部 ) 
 預金 
 その他負債 
  賞与引当金 
 役員賞与引当金 
退職給付引当金 

 繰延税金負債 
  特別法上の引当金 
 再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾 

 
４３９,５８４

１,８６７
４４９
４３

１,６３２
５４
－

２,２７３
６８３

 
４２２,７８５ 

３,５４３ 
４３９ 
－ 

１,７３２ 
２３８ 
－ 

２,２８７ 
７４０ 

 
１６,７９９
△１,６７６

９
４３

△１００
△１８４
－

△１４
△５７

 負債の部合計 ４４６,５８９ ４３１,７６９ １４,８１９

     ( 資本の部 ) 
 資本金 
 資本剰余金 
 利益剰余金 

利益準備金 
   任意積立金 
   当期未処分利益 
  当期純利益 
  土地再評価差額金 
  その他有価証券評価差額金 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 
２,０００ 

０ 
２４,０４０ 
２,０００ 

２０,３５８ 
１,６８１ 
１,１５９ 
３,５７８ 
５,１４８ 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
－

資本の部合計 － ３４,７６８ －

 負債及び資本の部合計 － ４６６,５３７ －

     ( 純資産の部 ) 
 資本金 
 資本剰余金 
 利益剰余金 
  利益準備金 
  その他利益剰余金 
   役員退職積立金 
   有価証券償却準備積立金 
   別途積立金 

      繰越利益剰余金 
 株主資本合計 
 その他有価証券評価差額金 
  土地再評価差額金 
 評価・換算差額等合計 

２,０００
０

２５,１４１
２,０００

２３,１４０
１,０００
２,７５０

１７,８５８
１,５３２

２７,１４２
３,６１１
３,５５６
７,１６８

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 純資産の部合計 ３４,３１０ － －

 負債及び純資産の部合計 ４８０,９００ － －
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 株式会社 静岡中央銀行 

        
比較 個別損益計算書 (主要内訳) 

                                 (単位：百万円) 

科目 
平成１８年度 

(Ａ) 

平成１7 年度 

（B） 

比 較 

（A－B） 

 経常収益 １１ ,１８０ １１,０８５ ９５

 資金運用収益 

  ( うち貸出金利息 ) 

  ( うち有価証券利息配当金 ) 

 役務取引等収益 

 その他業務収益 

 その他経常収益 

１０ ,０８７

( ８,８７３)

( １,１８３)

９５４

２８

１０９

９,８０６ 

( ８,４７７) 

( １,３２３) 

８８１ 

２９ 

３６８ 

２８１

(  ３９５)

( △１３９)

７３

△１

△２５８

 経常費用 ８,９９２ ８,４４４ ５４７

 資金調達費用 

  ( うち預金利息 ) 

 役務取引等費用 

 その他業務費用 

 営業経費 

 その他経常費用 

５４８

  (  ５４１)

６８９

９

６,８６２

８８２

１１９ 

(   １１６) 

６０７ 

１７１ 

６,８９４ 

６５０ 

４２９

(  ４２５)

８１

△１６２

△３２

２３１

 経常利益 ２,１８８ ２,６４０ △４５２

 特別利益 

 特別損失 

６９

６９

１８６ 

６１８ 

△１１７

△５４９

 税引前当期純利益 

 法人税、住民税及び事業税 

 法人税等調整額  

 当期純利益 

２,１８９

１６３

７８３

１,２４１

２,２０８ 

８５９ 

１９０ 

１,１５９ 

△１９

△６９６

５９３

８２

前期繰越利益 

土地再評価差額金取崩額 

配当額 

 当期未処分利益 

－

－

－

－

３６０ 

２２１ 

６０ 

１,６８１ 

－

－

－

－
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
 
 
 

役 員 の 異 動  
 
 
 

株式会社 静岡中央銀行では平成１９年５月１８日取締役会において、下記のとおり役員の異動を内

定いたしましたのでお知らせ致します。 
なお、これにつきましては、来る平成１９年６月２８日開催予定の定時株主総会終了後に開 

催される取締役会において選任の予定です。 

 
記 

 

１．新任役員候補 

（１）新任予定 取締役候補 
          

稲
いな

  俊和
としかず

 稲
いな

  俊和
としかず

（ 現、熱海支店長 ） 
     
    

高地
こ う ち

 尚之
なおゆき

  高地
こ う ち

 尚之
なおゆき

（ 現、吉原支店長 ） 
    
（２）新任予定 監査役候補 

     

                  該当ありません。 

 

２．退任予定役員 

（１）退任予定 取締役 

           

                   該当ありません。 

 

（２）退任予定 監査役 

 

該当ありません。 

 

 

なお、新任取締役候補者の略歴は別紙の通りです。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
 

新任取締役候補者 略 歴 
   

 

 

氏 名    稲
いな

  俊和
としかず

 

 

  出 身 地    静岡県 

 

生年月日     昭和２７年 ２月２２日（５５才）  

 

学  歴      昭和４９年 ３月  神奈川大学 卒業     

 

職  歴      昭和４９年 ４月  株式会社静岡相互銀行 (現静岡中央銀行 )入行  

 

平成 ９年  ８月  御殿場支店長  

 

平成１３年 ８月  綾瀬支店長  

 
平成１６年 ８月  熱海支店長（現在） 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
 

新任取締役候補者 略 歴 
   

 

 

氏 名    高地
こ う ち

 尚之
なおゆき

 

 

  出 身 地    東京都 

 

生年月日     昭和３０年 ４月１１日（５２才）  

 

学  歴      昭和５３年 ３月  早稲田大学卒業    

 

職  歴      昭和５３年 ４月  株式会社静岡相互銀行 (現静岡中央銀行 )入行  

 

平成１２年 ２月  人事部労務・採用グループ上席次長  

 

平成１３年 ８月  善行支店長  

 
         平成１６年  ８月  吉原支店長（現在） 
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平 成 18 年 度 

 決 算 説 明 資 料 

 
 
 
 
 
 
 
 
      Ⅰ．平成 18 年度決算の概要  

 
     １．損益の状況            単体・連結 ・・・・・・・ 1 
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 株式会社 静岡中央銀行 

Ⅰ．平成 18 年度決算の概況  
 
１．損益の状況  【単体】                                          (単位：百万円) 

    
19 年 3 月期    

18 年 3 月期比 
 18 年 3 月期 

業務粗利益 ９，８２３ ５  ９，８１８ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） ) （ ９，８０４） （ △１５５） （ ９，９６０）

国内業務粗利益   ９，７５３ ８  ９，７４４ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻）) （ ９，７３４） （ △１５２） （ ９，８８７）

資金利益 ９，４６９ △１４４  ９，６１３ 

役務取引等利益 ２６５ △８  ２７３ 

その他業務利益 １８ １６１  △１４２ 
 

（うち国債等債券損益） （    １８） （ １６１） （ △１４２）

国際業務粗利益 ７０ △３  ７３ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） ) （    ７０） （  △３） （   ７３）

資金利益 ７０ △３  ７３ 

役務取引等利益 － －  － 

その他業務利益 － －  － 

 

 

（うち国債等債券損益） （     －） （   －）  （     －）

経費（除く臨時処理分） ６，８２３ △１７  ６，８４１ 

人件費 ４，１２４ ４６  ４，０７８ 

物件費 ２，３９４ △５２  ２，４４７  

税金 ３０４ △１１  ３１５ 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） ２，９９９ ２３  ２，９７６ 

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) （ ２，９８０） （ △１３８） （ ３，１１８）

①一般貸倒引当金繰入額 △２９５ ２０３  △４９８ 

業務純益 ３，２９５ △１８０  ３，４７５ 

 うち国債等債券損益 ( ５勘定尻 ) １８ １６１     △１４２ 

臨時損益 △１，１０６ △２７１  △８３４ 

②うち不良債権処理額 １，０６７ ４  １，０６３ 

貸出金償却 － △０  ０ 

個別貸倒引当金純繰入額 １，０３６ １１７  ９１９ 

共同債権買取機構売却損 － －  － 

延滞債権等売却損 － －  － 

債権売却損失引当金繰入額 － －  － 

 

その他の債権売却損等 ３１ △１１２  １４４ 

うち株式等損益 ( ３勘定尻 ) ７ △２４１  ２４８ 

その他臨時損益 △４５ △２６  △１９ 

 

 うち退職給付費用 ２５ △２１  ４６ 

経常利益 ２，１８８ △４５２  ２，６４０ 

特別損益 ０ ４３２  △４３１ 

うち固定資産処分損益 △５２ △１４２  ９０ 

固定資産処分益 ５ △１３４  １４０ 
 

固定資産処分損 ５７ ７  ４９ 
 

うち退職給付会計基準変更時差異償却 － －  － 

税引前当期純利益 ２，１８９ △１９  ２，２０８ 

法人税、住民税及び事業税 １６３ △６９６  ８５９ 

法人税等調整額 ７８３ ５９３  １９０ 

当期純利益 １，２４１ ８２  １，１５９ 
  

①＋② 与信費用 ７７２ ２０７  ５６４ 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 

１損益の状況  【連結】                                         (単位：百万円) 

   
19 年 3 月期 

18 年 3 月期比 
 18 年 3 期 

連結 経常利益 ２，２６７ △１１１  ２，３７８ 

連結 当期純利益 １，３２５ ６３  １，２６１ 

 
 
２．業務純益  【単体】                                           (単位：百万円)  

  
19 年 3 月期 

18 年 3 月期比 
 18 年 3 期 

（１）業務純益 ３，２９５ △１８０  ３，４７５ 

（２）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） ２，９９９ ２３  ２，９７６ 

（３）コア業務純益 ２，９８０ △１３８  ３，１１８ 

 
 
３．利鞘  【単体】                                                          (単位：％)  

  
19 年 3 月期 

18 年 3 月期比 
 18 年 3 期 

（１）資金運用利回 （Ａ） ２．２７ ０．０１  ２．２６ 

（イ）貸出金利回 ２．４１ ０．０２  ２．３９ 
 

（ロ）有価証券利回 ２．２６ △０．３０  ２．５６ 

（２）資金調達原価 （Ｂ） １．７３ ０．０６  １．６７ 

（イ）預金等利回 ０．１２ ０．１０  ０．０２ 
 

（ロ）外部負債利回 － －  － 

（３）総資金利鞘   （Ａ）－（Ｂ） ０．５４ △０．０５  ０．５９ 

 
 
４．有価証券関係損益  【単体】                                            (単位：百万円) 

  
19 年 3 月期 

18 年 3 月期比 
 18 年 3 期 

国債等関係損益 （5 勘定尻） １８ １６１  △１４２ 

売却益 ２８ △１  ２９ 

償還益 － －  － 

売却損 ９ △１６２  １７１ 

償還損 － △０  ０ 

 

償  却 － －  － 

                                                               (単位：百万円) 
  

19 年 3 月期 
18 年 3 月期比 

 18 年 3 期 

株式等損益 （3 勘定尻） ７ △２４１  ２４８ 

売却益 ３４ △２１３  ２４８ 

売却損 ２７ ２７  －  

償  却 － －  － 
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５．有価証券の評価損益                                             
 

① 有価証券の評価基準             

その他有価証券     時価法 
 

② 評価損益 

    【単体】                                                                    (単位：百万円) 

19 年 3 月末 18 年 3 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 5，921 6，619 698 8，440 9，051 611

株      式 6，191 6，213 21 7，383 7，388 4 

債      券 △207 123 330 △415 91 507

国    債 △212 61 274 △339 30 370

地 方 債 △1 3 5 △13 5 18

 

社    債 7 58 50 △62 55 118

 

そ の 他 △62 283 346 1，472 1，571 99

             
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上

しています。 

      

    【連結】                                                                   (単位：百万円) 

19 年 3 月末 18 年 3 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 5，921 6，619 698 8，440 9，051 611

株      式 6，191 6，213 21 7，383 7，388 4 

債      券 △207 123 330 △415 91 507

国    債 △212 61 274 △339 30 370

地 方 債 △1 3 5 △13 5 18

 

社    債 7 58 50 △62 55 118

 

そ の 他 △62 283 346 1，472 1，571 99

             
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上

しています。 
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６．退職給付関係  【単体】 
 
① 退職給付債務に関する事項 

 第 133 期 

平成 19 年 3 月 31 日現在 

第 132 期 

平成 18 年 3 月 31 日現在

退職給付債務             （Ａ） △２，５３５ △２，６４７

年金資産                （Ｂ） ８６４ ８７８

未積立退職給付債務         （Ｃ）＝（A）+（B） △１，６７０ △１，７６９

会計基準変更時差異の未処理額 （Ｄ） ― ―

未認識数理計算上の差異       （Ｅ） ３７ ３６

未認識過去勤務債務           （Ｆ） ― ―

貸借対照表計上額純額         （Ｇ）＝（C）+（D）+（E）+（F） △１，６３２ △１，７３２

前払年金費用                 （Ｈ） ― ―

退職給付引当金               （G）-（H）  △１，６３２ △１，７３２

 （注）厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 
② 退職給付費用に関する事項 

 第 133 期 

平成 19 年 3 月 31 日現在 

第 132 期 

平成 18 年 3 月 31 日現在

勤務費用  １２７ １２１

利息費用  ３９ ６３

期待運用収益 △８ △７

過去勤務債務の費用処理額 ― ―

数理計算上の差異の費用処理額 ２５ ４６

会計基準変更時差異の費用処理額 ― ―

その他 ― ―

退職給付費用  １８４ ２２３

 
③ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 第 133 期 

平成 19 年 3 月 31 日現在 

第 132 期 

平成 18 年 3 月 31 日現在

（１）割引率 １．５０％ １．５０％

（２）期待運用収益率 ２．５０％ ２．５０％

（３）退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 勤務期間を基準とする方法

（４）過去勤務債務の額の処理年数 一括費用処理 一括費用処理

（５）数理計算上の差異の処理年数 ５年 ５年

（６）会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理 一括費用処理
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
７．自己資本比率 （ 国内基準 ）                                     

 【単体】                                                                  (単位：百万円)  

    19 年 3 月末 

【速報値】    18 年 3 月末比 18年9月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末

（１） 自己資本比率 11．15％ 0．24％ 0．38％ 10．91％  10．77％ 

    うち TierⅠ比率 9．75％ 0．37％ 0．29％ 9．38％  9．46％ 

（２） TierⅠ 27，082 1，144 604 25，938  26，478 

（３） TierⅡ 3，972 △239 314 4，211  3，658 

（４） 控除項目 76 76 76 －  － 

（５） 自己資本 （２）+（３）-（４） 30，979 829 842 30，150  30，137 

（６） リスクアセット 277，738 1，462 △1，913 276，276  279，651 

 
  （注）「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出し

ております。なお、平成 18 年 3 月期、平成 18 年 9 月中間期は、旧基準により算出しております。 

 
 【連結】                                                                  (単位：百万円)  

    19 年 3 月末 

【速報値】    18 年 3 月末比 18年9月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末

（１） 自己資本比率 11．19％ 0．24％ 0．36％ 10．95％  10．83％ 

    うち TierⅠ比率 9．78％ 0．39％ 0．31％ 9．39％  9．47％ 

（２） TierⅠ 27，181 1，227 695 25，954  26，486 

（３） TierⅡ 4，005 △288 210 4，293  3，795 

（４） 控除項目 76 76 76 －  － 

（５） 自己資本 （２）+（３）-（４） 31，111 863 829 30，248  30，282 

（６） リスクアセット 277，898 1，717 △1，689 276，181  279，587 

 
  （注）「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出し

ております。なお、平成 18 年 3 月期、平成 18 年 9 月中間期は、旧基準により算出しております。 

 
 
 
８．ＲＯＥ  【単体】                                                  (単位：％)  

    
19 年 3 月期 

18 年 3 月期比 
18 年 3 月期 

業務純益   ベース 10．45 △0．95 11．40

当期純利益 ベース 3．94 0．13 3．80
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Ⅱ．貸出金等の状況 

 

１．リスク管理債権の状況    

※ 部分直接償却実施後 
  【単体】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 19 年 3 月末   

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  12，896 △225 72 13，121 12，823

破綻先債権 1，676 △217 △210 1，893 1，887

延滞債権 9，617 708 △166 8，909 9，784

3 ヵ月以上延滞債権 251 134 170 117 81
 

貸出条件緩和債権 1，349 △850 280 2，200 1，069

   

貸出金残高（末残） 373，237 17，967 5，175 355，269 368，062

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 19 年 3 月末   
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  3．45 △0．24 △0．03 3．69 3．48

破綻先債権 0．44 △0．09 △0．07 0．53 0．51

延滞債権 2．57 0．07 △0．08 2．50 2．65

3 ヵ月以上延滞債権 0．06 0．03 0．04 0．03 0．02
 

貸出条件緩和債権 0．36 △0．25 0．07 0．61 0．29

 
 
  【連結】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 19 年 3 月末   

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  12，896 △225 72 13，121 12，823

破綻先債権 1，676 △217 △210 1，893 1，887

延滞債権 9，617 708 △166 8，909 9，784

3 ヵ月以上延滞債権 251 134 170 117 81
 

貸出条件緩和債権 1，349 △850 280 2，200 1，069

   

貸出金残高（末残） 373，237 17，967 5，175 355，269 368，062

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 19 年 3 月末   
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  3．45 △0．24 △0．03 3．69 3．48

破綻先債権 0．44 △0．09 △0．07 0．53 0．51

延滞債権 2．57 0．07 △0．08 2．50 2．65

3 ヵ月以上延滞債権 0．06 0．03 0．04 0．03 0．02
 

貸出条件緩和債権 0．36 △0．25 0．07 0．61 0．29
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２．貸倒引当金の状況   
 

 【単体】                                                       (単位：百万円) 
   

 19 年 3 月末   
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

貸倒引当金  4，337 488 399 3，849 3，938

一般貸倒引当金 1，349 △295 250 1，644 1，098
 

個別貸倒引当金 2，988 783 148 2，204 2，839

 

【連結】                                                       (単位：百万円) 
   

 19 年 3 月末   
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

貸倒引当金  4，678 351 231 4，326 4，446

一般貸倒引当金 1，382 △344 147 1，727 1，235
 

個別貸倒引当金 3，295 696 84  2，599  3，211

 
 
３．リスク管理債権に対する引当率   
   

【単体】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 19 年 3 月末  
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 12，896 △225 72 13，121 12，823

担保･保証等による保全額（Ｂ） 8，434 △498 124 8，932 8，309

貸倒引当金            （Ｃ） 3，395 491 219 2，904 3，175

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 26．33 4．20 1．57 22．13 24．76

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 91．73 1．52 2．17 90．21 89．56

 

【連結】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 19 年 3 月末  
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 12，896 △225 72 13，121 12，823

担保･保証等による保全額（Ｂ） 8，434 △498 124 8，932 8，309

貸倒引当金            （Ｃ） 3，395 491 219 2，904 3，175

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 26．33 4．20 1．57 22．13 24．76

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 91．73 1．52 2．17 90．21 89．56
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 株式会社 静岡中央銀行 

４．金融再生法開示債権 【単体】 
                                                        (単位：百万円) 

   
〔 開示債権額 〕 19 年 3 月末   

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

金融再生法開示債権  12，919 △225 61 13，144 12，858

破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 3，535 503 390 3，032 3，145

危険債権 7，778 △14 △782 7，793 8，560 

要管理債権 1，605 △713 452 2，319 1，152

   

総与信残高（末残） 374，180 17，929 5，170 356，250 369，010

  (単位：％) 
   

〔 総与信に占める割合 〕 19 年 3 月末   
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

金融再生法開示債権  3．45 △0．23 △0．03 3．68 3．48

破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 0．94 0．09 0．09 0．85 0．85

危険債権 2．07 △0．11 △0．24 2．18 2．31 

要管理債権 0．42 △0．23 0．11 0．65 0．31

 
 
５．金融再生法開示債権の保全状況 【単体】 

 (単位：百万円・％) 
   

 19 年 3 月末  
18 年 3 月末比 18 年 9 月末比

18 年 3 月末 18 年 9 月末 

金融再生法開示債権   （Ａ） 12，919 △225 61 13，144 12，858

保全額            （Ｂ） 11，853 △7 334 11，861 11，518

担保･保証等による保全額 8，450 △498 119 8，948 8，331
  

貸倒引当金 3，402 490 215 2，912 3，186

保全率        （Ｂ）／（Ａ） 91．74 1．51 2．16 90．23 89．58
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６．自己査定の状況  【単体】 
 

開示基準別の分類・保全状況（ 平成 19 年 3 月末 ） 

 (単位：百万円) 

自己査定結果（債務者区分別） 
対象：貸出金等与信関連債権 

金融再生法の開示基準 
対象：貸出金等与信関連債権 

 
リスク管理債権

対象：貸出金 

分類 区  分 

与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区  分

与信残高

担保・

保証
引当額 保全率  区  分 残 高

破綻先 

1,693 

（864） 

1,380 312 

 

― 

(035) 

―

(829)

 

破綻先 

債 権 

 

1,676

 

実質破綻先 

1,842 

(750) 

 

1,458 

 

384 

 

― 

(172) 

―

(577)

 

破産・更生

債権およ

びこれら

に準ずる

債権 

 

3,535 1,920 1,615

 

 

 

 

 

 

 

100％ 

 

 

延滞債権 9,617

破綻懸念先 

7,778 

(1,365) 

5,838 1,354 

 

585 

(1,365) 

―
危険債権

7,778 5,827 1,365

 

92.47％ 
 3 ヵ月以上

延滞債権
251

 

 
貸出条件

緩和債権
1,349要管理債権

1,605 702 422

 

70.04％ 

 

 合   計 12,896
小  計

12,919 8,450 3,402

 

91.74％ 
   

要管理先 

2,314 

 

774 

 

1,540 

 

― ―

   

要
注
意
先 

要管理先

以外の 

要注意先 

75,461 

 

 

 

43,124 

 

 

 

32,336 

 

 

 

― ―

   

正常先 

285,090 

 

285,090 

 

― 

 

― ―

正常債権

361,260

   

合  計 

374,180 

（2,980） 

 

337,667 

 

 

35,927 

 

585 

(1,573) 

―

(1,407)

合  計

374,180

 

 

   

 
（注 1）貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸付金未収利息 

（注 2）自己査定結果（債務者区分）における（  ）内は分類額に対する引当額です。 
   破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類額は全額引当済みです。 
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７．業種別貸出状況等  【単体】 
 
① 業種別貸出金                                (単位：百万円) 

   
  19 年 3 月末   

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末

国    内 373，237 17，969 5，175 355，269 368，062

製造業 49，268 2，649 1，875 46，619 47，393

農業 619 105 △77 514 696

林業 23 6 △7 17 30

漁業 73 5 5 68 68

鉱業 106 6 5 100 101

建設業 37，214 28 869 37，186 36，345

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － －

情報通信業 230 △8 △11 238 241

運輸業 10，454 860 30 9，594 10，424

卸売業 15，690 △660 △991 16，350 16，681

小売業 18，900 △1，154 39 20，054 18，861

金融・保険業 14，608 △1，729 △1，392 16，337 16，000

不動産業 86，994 11，474 3，636 75，520 83，358

各種サービス業 59，348 △1，768 △3，880 61，116 63，228

地方公共団体 468 △92 △18 560 486

 

その他 79，235 8，245 5，093 70，990 74，142
 
② 消費者ローン残高                              (単位：百万円) 

   
  19 年 3 月末   

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

消費者ローン残高 69，879 8，348 6，057 61，531 63，822

うち 住宅ローン残高 66，097 9，534 6，725 56，563 59，372
 

うち その他ローン残高 3，782 △1，186 △668 4，968 4，450
 
③ 中小企業等向け貸出・比率                                                 (単位：百万円・％) 

   
   19 年 3 月末   

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

中小企業等向け貸出額 338，128 18，299 9，034 319，829 329，094

中小企業等貸出比率 90．59 0．57 1．18 90．02 89．41

 
 
８． 預金・貸出金の残高 【単体】                         (単位：百万円) 

   
  19 年 3 月末  

18 年 3 月末比 18 年 9 月末比
18 年 3 月末 18 年 9 月末 

預   金 （末 残） 439，584 16，799 9，552 422，785 430，032

 うち 個人預金 313，772 6，026 2，152 307，745 311，619

預   金 （平 残） 425，163 9，327 5，178 415，836 419，985
 

貸 出 金 （末 残） 373，237 17，967 5，175 355，269 368，062

貸 出 金 （平 残） 367，156 13，382 4，890 353，773 362，266
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